
・「地方こそ成長の主役」との発想に基づき、地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができる
よう、日本経済成長の起爆剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、内閣に、新しい地方経済・
生活環境創生本部が設置された。

・まずは、今後10年間集中的に取り組む「基本構想」の策定に向けて議論を進める。

新しい地方経済・生活環境創生本部（新地方創生本部）について

本部長 内閣総理大臣
副本部長 内閣官房長官、

新しい地方経済・生活環境創生担当大臣
本部員 他の全ての国務大臣

11月８日 第１回新しい地方経済・生活環境創生本部

12月末 「基本的な考え方」決定

連携

今後のスケジュール

組織体制

新しい地方経済・生活環境創生本部
閣僚会議

新しい地方経済・生活環境創生会議

有識者会議

新しい地方経済・生活環境創生本部幹事会

関係省庁会議

資料３

全世代型社会保障構築本部

デジタル行財政改革会議



○ 都市も地方も、安心・安全で心豊かに暮らせる持続可能な地域経済社会を創るため、

これまでの成果と反省を活かし、地方創生2.0として再起動させ、人口減少対策につな

げる。

○ 国は、国でなければできないこと、国として挑戦せねばならぬことに取り組む。省庁の

縦割りを排し、各省連携して施策を「統合化」、「重点化」して推進する。

○ 地方は、「産官学金労言」から成る地域のステークホルダーが知恵を出し合い、他の

地域の好事例も学びつつ、自主的・主体的に取り組む。

新しい地方経済・生活環境創生本部（新地方創生本部）について

地方創生2.0の趣旨

〇「基本的な考え方」として、以下の５点を年末に向けて検討。

（１）安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

（２）東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散

（３）付加価値創出型の新しい地方経済の創生

（４）デジタル・新技術の徹底活用

（５）「産官学金労言」のｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの連携など、国民的な機運の向上

「基本的な考え方」のポイント
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